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ラオス経済は市場経済化が本格化した 1990 年代以降，平均 6.5％の安定し
た成長を遂げてきた（ADB [2010]）。特に過去 5 年間では，資源・エネルギー
部門が大きく伸びたことにより，年間平均経済成長率が 7.9％と 1990 年代以
降もっとも高くなっている。しかしながら，この約 20 年にわたる経済成長は，
1 人あたり GDP を約 200 ドルから 1000 ドルを超えるまで大きく押し上げた
一方で，多くの格差をもたらした。たとえば，第 6 次経済・社会開発 5 カ年
計画実施期間（2006 ～ 2010 年）に，1 人あたりの年間平均県別国内総生産で
は最大で 4 倍以上もの格差がうまれた。都市部に比べ農村部における貧困率
の低下が著しく遅いなど，県内でも格差が拡大している。とはいえ，いまだ国
連によって最貧国 (1) に分類され，「2020 年の最貧国脱却」を最大の目標に掲
げるラオスにとって，経済成長のスピードを緩めることはできない。第 7 次
経済・社会開発 5 カ年（2011 ～ 2015 年）計画（以下，第 7 次 5 カ年計画）に
おける GDP 成長率目標も，年率 8％以上と非常に高く設定されている。では
党は，経済成長と格差の是正を達成するため，具体的にどのような経済開発方
針を示したのだろうか。
本章の目的は，第 7 次 5 カ年計画の内容を検討し，党が今後 5 年間でどの
ような経済開発を行おうとしているのかを考察することにある。以下，第 1
節では，1990 年代以降の経済発展を概観するとともに，近年格差が拡大して
いった状況を明らかにする。第 2 節は，第 9 回党大会で報告された第 7 次 5
カ年計画の内容を検討する。具体的には主要目標とそれを実現するために，党
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1990 年以降の経済の対外開放の進展は図 1 に示されている。越境するヒト
やモノ，また投資が 1990 年代に入ってから大きく伸びた様子がみてとれる。
たとえば，1990 年までほとんどいなかった外国人観光客は 1990 年代に入り
順調に増加し，2000 年には約 74 万人となり，2009 年には 200 万人を超えた。
1988 年にはじまった外国直接投資への認可は，1996 年までに単年で 1
億ドルを上回る資本流入をもたらした。外国直接投資の年間受け入れ額は，
1997 年に発生したアジア通貨危機の影響により 2000 年代前半まで停滞した
ものの，資源・エネルギー部門の本格的な拡大を迎えた 2006 年以降は，年間
2.5 億ドル以上に拡大している。また貿易額も拡大している。1980 年代は 2
～ 3 億ドル前後で推移していた貿易額は，アジア通貨危機の前年までには 10
億ドルに拡大し，2008 年には 25 億ドルを突破した。
そして図 2 が示すように，民営化と対外開放はラオスに安定的な経済成長
をもたらしたのである。1997 年のアジア通貨危機直後でも経済成長率は 4％
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を下回ることはなく，ラオス経済は 1990 年代以降ほとんどの年において 6％






は，2000 年代に入って 500 万ドル前後で推移した後，金の輸出が開始された
2002 年度に約 4600 万ドルに拡大し，2004 年度からは約 1 億 3000 万ドル
に急増した（杉本 [2010:180]）。これに加え，水力発電所を中心としたエネル
ギー分野も 2006 年から大きく拡大している。2006 年から 2010 年の間に完
成した発電所の総発電能力は 1919 メガワットであり，2005 年までの 311.5
メガワットの 6 倍以上に相当する（Lat Visahakit Faifaa Lao [n.d.:10], Eekasaan 














































































2010 年に完成した総工費 13 億ドルのナムトゥン 2 水力発電所は，25 年にわ
たり年間平均 8000 万ドルの収入をもたらす計画となっている (2)。
2．拡大する格差
1990 年以降の安定した経済成長により，ラオス経済の規模は 1990 年の約
9 億ドルから 2009 年には約 56 億ドルまで拡大した（ADB [2010]）。また，1
人あたり GDP も同期間で約 200 ドルから 900 ドル以上までに成長した（ADB 
[2010]）。しかし，これはあくまで平均数値に過ぎない。実際にはこの間の経
済成長により，ラオスではさまざまな格差が拡大したのである。
たとえば図 3 のように，2006 ～ 2010 年における県別の 1 人あたり GDP
の年間平均では，2000 ドルを超えた首都ヴィエンチャンがある一方，南北の
最貧困県であるセコーンとフアパンの両県は 500 ドル未満となっている。ま
た，2 番目に 1 人あたり GDP が高いチャンパーサック県でさえ首都の半分以
下である。このことからも，1990 年以降の経済成長が首都に集中してきたこ




















































































さ ら に， 世 帯 別 で 行 わ れ た 支 出・ 消 費 調 査（LECS: Lao Expenditure and 
Consumption Survey）にもとづき算出された県別所得格差指数（GINI 係数）か



















































































































LECS I ～ IV
変化率
首都ヴィエンチャン 34.0 13.5 16.7 15.2 － 55.3
ポンサリー 72.0 57.9 50.8 46.0 － 36.1
ルアンナムター 41.0 51.1 22.8 30.5 － 25.6
ウドムサイ 46.0 66.1 45.1 33.7 － 26.7
ボケオ 42.0 38.9 21.1 32.6 － 22.4
ルアンパバーン 59.0 40.8 39.5 27.2 － 53.9
フアパン 71.0 71.3 51.5 50.5 － 28.9
サイニャブリー 22.0 17.7 25.0 15.7 － 28.6
シェンクアン 63.0 42.9 41.6 42.0 － 33.3
ヴィエンチャン 31.0 27.8 19.0 28.0 － 9.7
ボリカムサイ 17.0 27.9 28.7 21.5 26.5
カムアン 47.0 44.5 33.7 31.4 － 33.2
サワンナケート 53.0 41.9 43.1 28.5 － 46.2
サラワン 44.0 39.2 54.3 36.3 － 17.5
セコーン 67.0 49.7 41.8 51.8 － 22.7
チャンパーサック 41.0 37.4 18.4 10.0 － 75.6
アッタプー 61.0 48.0 44.0 24.6 － 59.7
サイソムブーン特別区 ― 62.8 － － ―
（出所）Kasuang Phaenkaan Lae Kaan Longthuen [2011: 47] および Anderson et al. [2006: 5].
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表 2　2002 ～ 2007 年度県・地域別貧困率の変化（％）
県
都市 農村
2002/03 2007/08 2002/03 2007/08
ポンサリー 36.8 5.6 52.7 50.1
ルアンナター 26.0 7.8 22.1 35.7
ウドムサイ 38.9 13.0 46.2 38.6
ボケオ 24.5 17.9 20.6 35.3
ルアンパバーン 29.7 13.5 40.6 30.8
フアパン 26.1 28.6 54.8 52.7
サイニャブリー 29.8 15.3 23.7 15.8
首都ヴィエンチャン 15.6 15.3 20.2 15.2
シェンクアン 19.7 16.6 46.6 48.1
ヴィエンチャン 12.4 14.9 19.9 31.7
ボリカムサイ 15.1 18.1 37.0 22.4
カムアン 23.8 37.2 35.9 29.8
サワンナケート 23.2 22.2 48.0 34.6
サラワン 12.4 3.1 57.1 38.7
セコーン 25.6 19.5 44.6 59.3
チャンパーサック 11.0 12.0 19.8 9.3
アッタプー 16.7 9.0 47.3 28.9
（出所）Kasuang Phaenkaan Lae Kaan Longthuen [2011: 221-222].































業所数（従業員数 100 人以上）については，1995 年と 2004 年の 2 時点とも
首都が約 6 割を占めていた。そのほかの県の合計よりも多くの工業部門の事
業所が首都に集中しているということである。大規模事業所ほどではないもの















では，このようにさまざまな格差が拡大するなか，第 7 次 5 カ年計画では
どのような経済開発方針が示されたのだろうか。







10 ～ 99 人
小
10 人未満
1995 2004 1995 2004 1995 2004
ポンサリー 0 0 1 1 7 1,420
ルアンナター 3 3 5 26 324 1,200
ウドムサイ 0 1 19 11 890 1,346
ボケオ 0 4 0 0 441 577
ルアンパバーン 1 0 22 59 1,335 1,220
フアパン 0 1 3 6 22 427
サイニャブリー 2 1 16 9 634 1,800
首都ヴィエンチャン 57 130 89 190 639 1,465
シェンクアン 0 0 7 15 498 1,520
ヴィエンチャン 1 3 39 99 1,159 2,598
ボリカムサイ 2 7 11 48 930 1,767
カムアン 4 23 15 74 490 1,696
サワンナケート 15 9 51 82 1,219 2,890
サラワン 0 7 6 36 627 1,312
セコーン 0 0 4 8 155 350
チャンパーサック 4 13 64 37 877 3,094
アッタプー 0 5 8 1 127 400
サイソムブーン特別区 0 0 0 11 0 189





1995 2005 1995 2005 1995 2005
ポンサリー 66.6 52.1 5.7 12.6 2.1 11.8
ルアンナター 69.4 44.5 17.1 21.8 6.5 28.5
ウドムサイ 63.5 41.5 15.1 15.2 4.1 17.4
ボケオ 58.5 38.6 5.2 13.7 6.6 26.6
ルアンパバーン 50.0 30.3 10.9 18.8 8.8 32.9
フアパン 47.9 32.1 5.9 11.8 12.1 27.0
サイニャブリー 37.1 18.1 7.2 22.7 10.0 33.0
首都ヴィエンチャン 16.7 8.9 63.1 81.6 79.0 94.8
シェンクアン 44.9 25.1 7.0 21.1 8.4 22.4
ヴィエンチャン 28.6 19.2 17.5 23.6 33.1 66.0
ボリカムサイ 38.6 20.9 6.2 26.3 7.0 55.9
カムアン 46.2 28.2 13.4 21.3 21.0 63.7
サワンナケート 44.2 30.6 14.9 22.4 20.2 53.3
サラワン 54.0 37.0 6.3 8.6 7.1 42.4
セコーン 65.2 39.6 15.5 21.3 1.6 32.1
チャンパーサック 33.2 18.3 12.7 20.5 14.2 49.7
アタプー 53.1 35.1 5.2 17.0 3.4 19.2
サイソムブーン特別区 51.1 24.1 8.5 17.5 1.2 39.8
（出所）Suun Sathiti Haeng Saat [1997 : 18, 49, 110, 2006b: 39, 57, 129].
（注）サイソムブーン特別区は 2006 年に廃止。
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第 2節　第 7次経済・社会開発 5カ年計画の
主要方針と目標
2011 年 3 月の第 9 回党大会において，第 7 次 5 カ年計画の主要方針と目
標が報告された。そして 6 月に開催された第 7 期第 1 回国会にて，より詳細
な 5 カ年計画が承認されている。したがって本節では両者を補完的に使用し
つつも，国会で承認された計画を主に参照しながら分析を進めることにする。
第 7 次 5 カ年計画では以下のような 4 つの大方針が掲げられている（Kasuang 
Phaenkaan Lae Kaan Longthuen [2011: 85]）。
① 8％以上の成長を達成することにより，2015 年までの 1 人あたり GDP を
1700 ドル以上にする。




以上の大方針を達成するため，第 7 次 5 カ年計画では以下のようなマクロ
経済および分野別目標が設定された。
１.　マクロ経済の主要目標
　表 6 は第 7 次 5 カ年計画で示された主要なマクロ経済目標である。たとえば，
年平均 8％以上の経済成長を実現するため，5 年間で必要とされる総投資額が
127 兆キープ（約 150 億ドル）に設定されている。このうち ODA が 24 ～ 26
％，外国直接投資を含めた民間投資が 50 ～ 56％と見込まれている。すなわち，
この高い成長目標を実現するためには年間 ODA が 7.2 ～ 7.8 億ドル，国内外





3 次 5 カ年計画以降経済分野の比率をはじめて上回った。第 6 次 5 カ年計画
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輸出成長率 * 年平均 18％以上
歳入（対 GDP 比） 19 ～ 21％
歳出（対 GDP 比） 22 ～ 25％
財政赤字（GDP 比） 3 ～ 5％
国家債務（対 GDP 比） 45％
貯金残高成長率 年平均 25.6％
外貨準備高 輸入額の 6 カ月以上
投資（対 GDP 比） 32％（127 兆キープ）
　国家予算 10 ～ 12％
　ODA 24 ～ 26％
　FDI（国内外民間投資） 50 ～ 56％




貯蓄残高（対 GDP 比） 39.5％
国内歳入比国家積立金率 2 ～ 5％以上
新規労働力 27 万 7000 人
　農業 21 万人
　工業 1 万 4000 人
　サービス業 5 万 3000 人
（出所）Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii IX Phak Pasaason 
Pativat Lao  [2011:71-73].
（注）* は，Kasuang Phaenkaan Lae Kaan Longthuen [2011: 90].
では教育研究に 3.5％，保健に 3％，情報・文化・スポーツに 1.5％となって
おり，そのほかの 6％を加えても社会分野への公共投資は全体の 14％に過ぎ
なかった（CPI [2006: 68]）。また，第 6 次 5 カ年計画では道路・郵便と建設へ
の配分が 26％だったのに対し，第 7 次 5 カ年計画では道路と建物だけで 35
％となり配分比率が増えている（Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii IX Phak 
Pasaason Pativat Lao  [2011: 72]）。党大会への報告で「社会分野への投資増は効
率を高め，国民に（サービスが―引用者）確実に届くように保証するため」と


















表 7　第 7次経済・社会開発 5カ年計画の分野別主要目標
経済分野
　農林部門
・コメ生産量 1ha あたり 420 万トン / 年
・コメの輸出 60 万トン / 年
・肉類 22 万 1500 トン / 年，魚類 15 万 7200 トン / 年
　商工部門








・8 つの発電所（総発電能力 2865.2MW）の完成。10 カ所の発電所（総発電能
力 5015MW）の建設着工
・年間生産量：銅地金 8 万 6200 トン，銅鉱石 20 万 8000 トン，金 6 トン，石









・17 万 200Km の光ファイバー網を整備
・携帯・固定電話普及率を人口の 8 割に拡大
　観光部門 ・年間外国人観光客数 280 万人・ホテル数を 300 カ所に拡大。世界遺産 2 カ所，国家遺産 29 カ所を新規登録
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　（1）外需主導成長戦略の強化・拡大




5 カ年計画における年間輸出増加率の目標値は，第 5 次，第 6 次の 8.6％か
ら 18.1％に大幅に引き上げられている。輸出額が 5 年で倍増する水準である。
これを実現させるために以下のような主要産品別の輸出目標が設定された。
　既存輸出部門の強化については，たとえば銅鉱石 20 万トン，銅地金 8 万トン，
金 6 トン，石灰石 60 万トンなどの年間目標が掲げられている。さらには，第
7 次 5 カ年計画期間中に 8 つの発電所を完成させるとしている。これにより
発電能力は 2865 メガワット増となり，当然，近隣諸国への電力輸出が増加す
ることになる。このほか，2008 年までにベトナムと中国系企業を中心に 14













































利益が圧迫され産業そのものが育たない可能性が高い。しかし，第 7 次 5 カ
年計画では年間 60 万トンのコメの輸出を目標に掲げている。5 年間で 290 万
トンから約 45％増の 420 万トンに増産した上で輸出を開始しようというこ
とである。これを実現するために，生産性をヘクタールあたり 3.54 トンから
4 トンに引き上げるとともに，灌漑率を 5 割に拡大し年間 25 万から 30 万ヘ
クタール耕地を拡大するとしている（Kasuang Phaenkaan Lae Kaan Longthuen 
[2011: 18, 89, 100-101]）。このようにコメの自給から輸出への転換にみられる










近代的なショッピングセンターを 1 ～ 2 カ所整備することが目標とされてい
3 章　第７次経済・社会開発 5カ年計画（2011 〜 2015 年）
61





































2005 年以降，国有企業の数が増加する傾向にある。図 4 からわかるように，
2004 ～ 2006 年の 2 年間で国有企業，国有・国内合併企業，国有・外国合弁
企業があわせて 57 社設立された。これに加え，62 の手工芸や農業部門の集
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Lae Kaan Longthuen [2011: 156]）。具体的には国有企業を再調査し，完全に国
有企業として維持すべき企業，株式会社化する企業，民営化すべき企業，ま
たは整理・解散すべき企業を決定すると明記している（Kasuang Phaenkaan Lae 

























資源・エネルギー部門の急成長により過去 5 年間の成長率が 7.9％だったこと
64
を考えれば，達成が必ずしも困難というわけではない。そして，今後も同部門
の成長が第 7 次 5 カ年計画で示された目標達成の鍵となる。
これまで述べたように，党は平均 8％以上の成長率を達成するために，GDP
の 32％にあたる約 150 億ドルの投資を見込んでいる。これは，第 7 次 5 カ年
計画での ICOR（Incremental Capital-Output Ratio：限界資本係数）が第 6 次 5 カ
年計画に比べ，0.2 ポイント低い 4 と推定されたことを根拠としている。ICOR
とは，1 単位の GDP の増加をもたらすのに必要とされる投資額である。ICOR
が 4，すなわち投資効率が 25％（4 分の 1）ならば，GDP の 32％を投資すれ
ばその 4 分の 1 である 8％の成長が確保できる計算である。ところが 150 億
ドルのうち，約半分の 75 億ドル（年間 15 億ドル）は政府が直接コントロール
できない国内外の民間投資である。2006 年から 2010 年までの年間外国直接
投資額が 2 ～ 3 億ドル（実施ベース）であることを考えると，達成が難しいよ
うにもみえる（ADB [2010]）。しかし第 7 次 5 カ年計画期では，第 6 次 5 カ年
計画期の総発電能力 1919 メガワット分（5 つの発電所）をしのぐ，総発電能
力 2865 メガワットの能力を有する 8 つの発電所の完成と，5015 メガワット





これに加え，5 年間で主要輸出品である銅地金が 32 万 1487 トンから 43




























（1）本稿では，「最貧国」は国際連合の定めた Least Developed Countries を指す。
最貧国に関しては The Office of the High Representative for the Least Developed 
Countries, Landlocked Developing Countries and Small Island Developing States
のホームページ（http://www.un.org/special-rep/ohrlls/ldc/default）を参照。
（2）World Bank のウェブサイト（2011 年 9 月 28 日アクセス）。
（3）都市部の正確な定義は定かではないが，道路，電力，水道などのインフラが一
定水準整備された地域と考えられる。
（4）National Agricultural and Forestry Research Institute のウェブサイト (http://
www.nafri.org.la/document/URDP/documents/06_posters/rubbber/01_
rubberstatus_final.pdf，2011 年 9 月 28 日アクセス）。
（5）Kaysone [1991: 28], Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii VI Khoong Phak 
Pasaason Pativat Lao  [1996: 35], Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii VII 
























Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii VI Khoong Phak Pasaason Pativat Lao ［ラオ
ス人民革命党第 6 回大会文書］［1996］.
Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii VII Khoong Phak Pasaason Pativat Lao ［ラ
オス人民革命党第 7 回大会文書］［2001］.
Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii VIII Phak Pasaason Pativat Lao［ラオス人民
革命党第 8 回大会文書］［2006］.
Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii IX Phak Pasaason Pativat Lao［ラオス人民
革命党第 9 回大会文書］［2011］.
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